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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第１四半期
連結累計期間

第62期
第１四半期
連結累計期間

第61期

会計期間

自平成26年
　３月１日
至平成26年
　５月31日

自平成27年
　３月１日
至平成27年
　５月31日

自平成26年
　３月１日
至平成27年
　２月28日

売上高 （千円） 7,312,469 7,450,226 28,188,790

経常利益 （千円） 203,473 221,541 290,044

四半期純利益又は当期純損失

（△）
（千円） 117,294 91,420 △138,698

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 115,859 99,621 △101,348

純資産額 （千円） 2,158,213 2,015,572 1,974,085

総資産額 （千円） 14,760,217 15,192,520 14,495,965

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）
（円） 25.32 19.36 △29.80

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） 24.99 19.15 －

自己資本比率 （％） 14.6 13.3 13.6

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

３．１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、「株式給付信託

（Ｊ－ＥＳＯＰ)」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有してい

る当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

４．第61期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり当期

純損失金額であるため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

（1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成27年３月１日～平成27年５月31日）における我が国経済は、消費税増税後の落

ち込みから緩やかな回復が続いており、個人消費と企業の設備投資は順調に増加しております。また、円安基調を

背景とした輸出拡大や、訪日外国人増加に伴うインバウンド需要、生産・販売の持ち直しによる失業率の改善や前

年を上回る賃上げ率等の好材料もあったことから、緩やかではあるものの、景気は回復傾向で推移致しました。

　当小売業界におきましては、消費税増税に伴う消費者の生活防衛意識や節約志向は徐々に薄れてきており、消費

者マインドは改善方向の動きがみられます。しかしながら、業種を超えた企業間競争、円安に伴う輸入コストや原

材料の高騰、労働人口の減少に伴う労働者確保のための賃上げによる人件費の増加等、小売業を取り巻く経営環境

は引き続き厳しい状態が続いております。

　このような状況の下、当社グループでは、地域のお客様に感動を与える商品やサービスを提供できる店舗の構

築、当社にしかできないサービスや専門知識を有した従業員の育成を進めることがお客様から支持される原点であ

ると考えております。当連結会計年度の経営方針を「今すぐにできることは何でもやろう」と定め、お客様の更な

るニーズの多様化に迅速に対応できる体制をつくるため、これまで以上に柔軟でユニークな発想をもって、お客様

が望まれる商品や豊かなライフスタイルの提案ができる売場づくりを進めて参りました。

　新規事業所の開設と致しましては、ペット事業において平成27年４月に下関事業所（山口県下関市）の開設を行

い、中国地方におけるドミナント強化を進めております。また、既存店舗の収益力の維持・強化を図るために、定

期的に店舗設備や売場の改修を実施しております。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高は7,450百万円（前年同期比1.9%増）、営業利益は

243百万円（同5.3%増）、経常利益は221百万円（同8.9%増）となり、法定実効税率の変更に伴う法人税等の増加が

あったことから四半期純利益は91百万円（同22.1%減）となりました。

 

　セグメント別の業績は以下のとおりであります。

① ホームセンター事業

　ホームセンター事業におきましては、それぞれの地域特性にあったきめ細やかなサービスや品揃えを実現す

るため、店舗展開地域を４分割したエリア制をスタートし、お客様が求める情報や新たな発見のある店舗の構

築を進めております。また、家具・農業用品・酒類・自転車を販売する各専門店の専門性をより高めるための

部署として「専門事業推進課」を新設し、品揃えやサービスの深化を図っております。販売促進活動としまし

ては、新規ポイントカード会員の獲得キャンペーンの実施やモバイルアプリ等の販売促進ツールの活用による

顧客の囲い込み、各事業所の店頭を利用した朝市等のイベントを定期的に開催することで、地域の皆様に親し

まれ、店舗への来店動機を高める施策を実施しております。また、商品の機能や特性をわかりやすく比較表示

したり、商品のサンプルやプロモーション動画等の販促物を活用し、お客様の五感に訴求する商品提案を行う

等、売上高の改善に努めて参りました。

　販売費及び一般管理費につきましては、商品の自動発注システムの稼働率向上や作業量に応じた適正な人員

配置、残業時間の削減による人件費の適正化を実施することで経費の削減を継続しております。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間のセグメント売上高は4,558百万円（前年同期比0.9%減）となり、

セグメント利益は240百万円（同18.6%減）となりました。

 

EDINET提出書類

株式会社リックコーポレーション(E22130)

四半期報告書

 3/20



② ペット事業

　ペット事業におきましては、量販店では取り扱っていない専門店商品の販売を強化することで店舗価値の向

上を図るとともに、専門店に相応しい商品知識を有した従業員の育成に取り組んで参りました。また、商品特

性・機能をアピールするため、重点商品の販売コンテストを実施することで専門性の向上を進めております。

サービス部門の取組みとしましては、しつけ教室やお誕生日会等の店舗イベントを継続して開催していること

に加え、高速道路サービスエリア内のドッグランスペースの利用促進イベントにドックトレーナーを派遣する

等、社外のイベントに積極的に参加することで、当社の認知度及びイメージの向上を図っております。トリミ

ング部門では、ペット用スパ・炭酸泉等のオプションメニューを充実させることで付加価値提案を行う一方

で、簡易トリミング等の新規サービスをスタートしております。その他、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキ

ング・サービス）を利用した情報提供サービスの開始等、新しい販売促進方法の構築にチャレンジしておりま

す。

　販売費及び一般管理費につきましては、従業員のジョブローテーション（従業員それぞれの守備範囲を広げ

る取組み）を実施することで、作業効率の向上や作業量に応じたより綿密な作業計画の作成が可能となり、

サービスレベルを低下させることなく経費削減を進めております。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間のセグメント売上高は2,654百万円（前年同期比7.3%増）となり、

セグメント利益は145百万円（同11.8%増）となりました。

③ その他事業（農産物の生産・直売、観光農園事業等）

　農産物の生産・直売事業におきましては、商品の品質を最優先した販売を行っており、生産者が手塩にかけ

て育てた新鮮な野菜や糖度の高い果物の販売を継続的に行っていることから、購入者のリピート率は高くなっ

ております。また、野菜や果物の端境期においては地元商品の生産量が低下することから、岡山県内の他の地

域の高品質商品の開拓を進めております。観光農園事業（イチゴ狩り）においては、多くのお客様にご来場い

ただいたにも関わらず、いちごの生育が追いつかないケースもあったことから、生産施設の拡大を進めており

ます。

　また、ホームセンター事業の店舗とコラボレーションしたイベントの開催や独自に生産した花苗をホームセ

ンター店舗に出荷する等、他の事業との連携を図りシナジー効果を高めております。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間のセグメント売上高は239百万円（前年同期比1.2%増）となり、セ

グメント利益は８百万円（同56.1%減）となりました。

 

（2）財政状態の分析

（資産・負債及び純資産の状況）

　当第１四半期連結会計期間末における資産につきましては、前連結会計年度末に比べ696百万円増加し15,192百

万円となりました。この主な要因は、売掛金の増加113百万円、季節の変動に伴う商品の増加475百万円等によるも

のであります。

　当第１四半期連結会計期間末における負債につきましては、前連結会計年度末に比べ655百万円増加し13,176百

万円となりました。この主な要因は、買掛金の増加427百万円、長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含

む）の増加257百万円等によるものであります。

　当第１四半期連結会計期間末における純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ41百万円増加し2,015百

万円となりました。この主な要因は、四半期純利益91百万円の計上及び剰余金の配当34百万円を行ったことによ

り、利益剰余金が56百万円増加したこと等によるものであります。

 

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

　なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。

①　基本方針の内容の概要

　当社取締役会は、上場会社として当社株式の自由な売買が認められている以上、当社取締役会の賛同を得ずに

行われる、いわゆる「敵対的買収」であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれ

ば、これを一概に否定するものではありません。また、当社の支配権の移転を伴う買付提案に応じるかどうかの

判断も、最終的には株主全体の意思に基づき行われるべきものと考えております。
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②　当該株式会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実現に資する特別な取組み

イ．企業価値向上への取組み

当社は、「人のために尽くす企業でありたい」という経営理念を掲げ、「お客様に“とても”喜ばれる店」

を創造するためにホームセンター事業とペット事業の二つの事業店舗において、お客様にとって価値のある商

品とサービスを提供することを基本においております。当社の企業価値の源泉は、①商品の改廃スピードが早

くお客様を飽きさせない売場展開、付加価値商品の魅力を引き出すことのできる提案力、②共同仕入等を活用

した仕入コストの低減やオリジナル商品をはじめとする豊富な商品開発力、③当社の経営理念や価値観を共有

し、専門的な商品知識や管理・販売ノウハウを有した従業員の力にあります。

これらの企業価値の源泉が当社を発展・成長させる大きな原動力となっており、これらの源泉を理解し、事

業の有機的結合を分断すること無く、中長期にわたり総合的・持続的な視野に立った経営への取組みを行うこ

とが、当社の企業価値ひいては株主価値を向上させていくためには極めて重要であります。

また、当社は中期経営計画を策定しており、その主な内容は、①より高い収益力を実現するための店舗営業

力の強化、②「人的資源の確保＝企業の成長力」と捉えた優秀な人材の確保・強化育成、③成長戦略実現のた

めの出店候補地の確保、④当社独特のノウハウの蓄積による業界優位性事業への資源の注力、⑤ローコスト運

営による販売管理費の削減、⑥財務体質の健全化への取組みであります。

ロ．コーポレート・ガバナンスの強化について

当社は、企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるために必要且つ有効な仕組みとして、従前より

コーポレート・ガバナンスの強化に取り組んでおります。具体的には、取締役の経営責任を明確にし、株主の

皆様への信任を問う機会を増やすため取締役の任期を１年とし、また在任の監査役４名中３名を独立性の高い

社外監査役としております。

また、経営判断にあたっては、外部有識者、弁護士等の法律・会計専門家からの意見を聴取する等、経営の

客観性の確保と向上に努めております。

 

③　基本方針に照らして不適切な者によって当該株式会社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止す

るための取組み

当社は、当社株式の大量買付行為がなされた場合について、その大量買付行為を行おうとする者（以下「大量

買付者」といいます。）のうち、その目的等から見て企業価値ひいては株主共同の利益に対する明白な侵害をも

たらすもの、株主に株式の売却を事実上強要するおそれがあるもの、あるいは大量買付行為の内容について検討

するために必要十分な時間や情報を提供しないもの等については、企業価値ひいては株主共同の利益に資すると

はいえないと考えます。

当社としては、当社株式に対する大量買付行為が行われた際に、株主の皆様が当該大量買付に応じるべきか否

かを判断するに際し、必要十分な情報の提供と一定の評価期間が与えられたうえで、熟慮に基づいた判断を行う

ことができるような体制を確保することが、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものと考えており

ます。

そこで当社の株式等の大量買付行為が行われる場合に、大量買付者に対し、（i）事前に当該大量買付行為に

関する必要且つ十分な情報の提供を求め、（ⅱ）当社が当該大量買付行為についての情報収集・検討等を行う時

間を確保したうえで、（ⅲ）株主の皆様に対し当社経営陣の計画や代替案等を提示すること、あるいは大量買付

者との交渉を行っていくための時間を確保するため、大量買付者には、取締役会評価期間が経過し、且つ当社取

締役会又は株主総会が対抗措置の発動の可否について決議を行うまで大量買付行為の開始をお待ちいただくこと

を要請するための手続きを定めることが必要と考えました。

そのため、平成23年４月８日開催の当社取締役会において、会社法施行規則第118条第３号に定める「当社の

財務および事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針」（以下「会社の支配に関する基本方針」

といいます。）を決定するとともに、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、さらに向上させること

を目的として、当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）（以下「旧プラン」といいます。）を導入す

ることに関して決議を行い、平成23年５月25日開催の第57期事業年度に係る当社定時株主総会において、旧プラ

ンの導入について株主の皆様のご承認をいただいております。旧プランの有効期間は、平成26年５月28日開催の

第60期定時株主総会終結の時までとなっておりましたが、当社は、旧プラン導入後の法令の改正、買収防衛策に

関する議論の動向等を踏まえ、平成26年４月11日開催の当社取締役会において、会社の支配に関する基本方針を

維持することを確認したうえで、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事

業の方針の決定が支配されることを防止するための取組みの一つとして、旧プランを一部改訂し、当社株式の大

量買付行為への対応策（買収防衛策）を継続することを決議したうえ、平成26年５月28日開催の当社第60期定時

株主総会において、当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）の継続を決議致しました。
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当社は、この買収防衛策の詳細を平成26年４月11日付で「当社株式の大量買付行為への対応策（買収防衛策）

の継続について」として公表致しました。このプレスリリースの全文は、インターネット上の当社ウェブサイト

のＩＲ情報（http://www.lic.jp/ir/index.html）に掲載しております。

 

④　上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその判断に係る理由

買収防衛策の有効期間は、株主総会決議の時から３年間となっており、その継続に関しましても、株主総会に

よる承認を得ることと致しており、株主の皆様の意向を十分に反映するものとなっております。また、当社取締

役会が買収防衛策を廃止する旨の決議を行った場合には、有効期間の満了前であっても、その時点で当該買収防

衛策は廃止されるものとされております。

さらに、当該買収防衛策は、取締役会による対抗措置発動等の重要な判断に際して、当社の業務執行を行う経

営陣から独立した独立委員会による勧告手続を経なければならず、且つ同勧告を最大限尊重しなければならない

ものとすることにより、取締役会の判断の客観性、公正性及び合理性が確保できるよう設計されています。した

がって、当社取締役会は、当該買収防衛策は、当社の基本方針に沿うものであり、当社役員の地位の維持を目的

とするものではなく、また、当社株主の共同の利益を損なうものではないものと判断致しております。

 

（4）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

（5）主要な設備

　前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設、休止、大規模改修、除却、売却等について、当第

１四半期連結累計期間に著しい変更があったものは、次のとおりであります。

①　新設

当第１四半期連結累計期間において、前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設について、

完了したものは、次のとおりであります。また、新たに確定した主要な設備の新設の計画はありません。

・下関事業所（ペット事業）の新設については、計画どおり完了し、平成27年４月に開店しております。

②　除却等

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 16,000,000

計 16,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年５月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年７月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 5,000,000 5,000,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 5,000,000 5,000,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成27年３月１日～

 平成27年５月31日
－ 5,000,000 － 326,900 － 126,900

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社リックコーポレーション(E22130)

四半期報告書

 7/20



（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年２月28日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成27年５月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 71,900 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,927,400 49,274 －

単元未満株式 普通株式　　　　700 － －

発行済株式総数 　　　　　5,000,000 － －

総株主の議決権 － 49,274 －

　（注）　１．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産とし

て、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式200,000株が含まれており

ます。なお、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式は、四半期連結財

務諸表において自己株式として表示しております。

２．「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己株式48株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年５月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社リックコーポ

レーション

岡山市北区

下中野465番地の４
71,900 － 71,900 1.44

計 － 71,900 － 71,900 1.44

　（注）　１．自己株式の取得及び新株予約権の権利行使等により当第１四半期会計期間末日現在の自己名義所有株式数

は75,300株となっております。

２．上記のほか、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式

会社（信託Ｅ口）が所有している当社株式200,000株を、四半期連結財務諸表において自己株式として表

示しております。

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年３月１日から平

成27年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年５月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年２月28日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年５月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 677,954 683,584

売掛金 165,471 279,293

商品 3,423,623 3,898,797

原材料及び貯蔵品 21,281 20,621

その他 846,424 1,011,682

貸倒引当金 △768 △768

流動資産合計 5,133,987 5,893,210

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,379,658 2,386,647

機械装置及び運搬具（純額） 385,623 379,769

工具、器具及び備品（純額） 214,111 215,085

土地 2,462,010 2,462,010

リース資産（純額） 360,811 353,858

建設仮勘定 － 3,311

有形固定資産合計 5,802,216 5,800,684

無形固定資産   

のれん 93,266 89,380

その他 55,258 56,069

無形固定資産合計 148,524 145,449

投資その他の資産   

投資有価証券 265,367 276,853

長期貸付金 803,088 782,753

敷金及び保証金 1,679,989 1,680,108

その他 727,407 678,071

貸倒引当金 △64,616 △64,611

投資その他の資産合計 3,411,236 3,353,176

固定資産合計 9,361,977 9,299,309

資産合計 14,495,965 15,192,520
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年２月28日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年５月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,388,208 1,816,181

1年内償還予定の社債 71,600 71,600

短期借入金 950,000 910,000

1年内返済予定の長期借入金 2,698,222 2,789,925

未払法人税等 65,932 93,430

ポイント引当金 251,954 248,389

店舗閉鎖損失引当金 9,250 9,250

資産除去債務 － 11,643

その他 955,958 984,918

流動負債合計 6,391,126 6,935,339

固定負債   

社債 285,200 249,400

長期借入金 4,794,202 4,960,322

株式給付引当金 9,879 12,654

資産除去債務 461,323 455,755

その他 580,148 563,477

固定負債合計 6,130,753 6,241,608

負債合計 12,521,880 13,176,948

純資産の部   

株主資本   

資本金 326,900 326,900

資本剰余金 443,006 436,816

利益剰余金 1,295,455 1,352,380

自己株式 △135,281 △152,728

株主資本合計 1,930,081 1,963,367

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 44,003 52,204

その他の包括利益累計額合計 44,003 52,204

純資産合計 1,974,085 2,015,572

負債純資産合計 14,495,965 15,192,520
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

売上高 ※ 7,312,469 ※ 7,450,226

売上原価 ※ 4,912,526 ※ 4,935,579

売上総利益 ※ 2,399,943 ※ 2,514,646

その他営業収入   

賃貸収入 96,428 95,790

その他 118,435 146,323

その他営業収入合計 214,864 242,114

営業総利益 2,614,807 2,756,761

販売費及び一般管理費 2,383,689 2,513,431

営業利益 231,117 243,329

営業外収益   

受取利息 3,893 3,668

受取配当金 2,010 2,991

持分法による投資利益 1,667 2,221

受取手数料 2,444 2,914

その他 1,879 3,996

営業外収益合計 11,894 15,792

営業外費用   

支払利息 28,769 27,254

支払手数料 7,788 8,943

その他 2,980 1,382

営業外費用合計 39,538 37,580

経常利益 203,473 221,541

税金等調整前四半期純利益 203,473 221,541

法人税等 86,179 130,120

少数株主損益調整前四半期純利益 117,294 91,420

四半期純利益 117,294 91,420
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年３月１日
　至　平成26年５月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年３月１日
　至　平成27年５月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 117,294 91,420

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1,434 8,200

その他の包括利益合計 △1,434 8,200

四半期包括利益 115,859 99,621

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 115,859 99,621

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合

理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法としております。

 

 

（追加情報）

（法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正）

　「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第9号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第2号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、平成27年４月１日以後に開始する連結会計年

度から法人税率等が変更されたため、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成28

年３月１日に開始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については従来の35.4％から32.8％に変更され

ました。また、平成29年３月１日から開始する連結会計年度以降において解消が見込まれる一時差異について

は、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率が32.1％に変更されました。

　この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は44,495千円減少し、その

他有価証券評価差額金が2,263千円、法人税等が46,758千円増加しております。

 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．コミットメントライン

　当社においては、運転資金の安定的且つ効率的な調達を行うため、主要取引銀行と貸出コミットメントライ

ン契約を締結しております。これらの契約に基づく借入未実行残高等は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年２月28日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年５月31日）

貸出コミットメントラインの総額 2,500,000千円 2,500,000千円

借入実行残高 900,000 910,000

差引額 1,600,000 1,590,000

 

２．財務制限条項

前連結会計年度（平成27年２月28日）

(1）平成26年９月24日（三井住友信託銀行株式会社をアレンジャーとするシンジケート）締結のコミット

メントライン契約に以下の財務制限条項が付されております。

・事業年度及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を直前

の事業年度及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額の

75％以上に維持すること。

・各事業年度における単体の損益計算書における経常損益を損失としないこと。

・事業年度及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表における有利子負債（金融機関な

どからの長期借入金、普通社債や転換社債型新株予約権付社債、受取手形割引高などの金利を支払わ

なければならない負債）を、120億円以内に維持すること。

(2）平成26年６月27日（株式会社商工組合中央金庫）締結のコミットメントライン契約に以下の財務制限

条項が付されております。

・各年度の決算期において、損益計算書の経常損益を損失としないこと。

(3）平成26年３月31日（株式会社中国銀行をアレンジャーとするシンジケート）締結のコミットメントラ

イン契約に以下の財務制限条項が付されております。

・各事業年度の末日において、単体の損益計算書における経常損益を２期連続で経常損失としないこ

と。

・各事業年度の末日において、単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、平成25年２月末決

算期の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。
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当第１四半期連結会計期間（平成27年５月31日）

(1）平成26年９月24日（三井住友信託銀行株式会社をアレンジャーとするシンジケート）締結のコミット

メントライン契約に以下の財務制限条項が付されております。

・事業年度及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額を直前

の事業年度及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表における純資産の部の金額の

75％以上に維持すること。

・各事業年度における単体の損益計算書における経常損益を損失としないこと。

・事業年度及び第２四半期会計期間の末日における単体の貸借対照表における有利子負債（金融機関な

どからの長期借入金、普通社債や転換社債型新株予約権付社債、受取手形割引高などの金利を支払わ

なければならない負債）を、120億円以内に維持すること。

(2）平成26年６月27日（株式会社商工組合中央金庫）締結のコミットメントライン契約に以下の財務制限

条項が付されております。

・各年度の決算期において、損益計算書の経常損益を損失としないこと。

(3）平成27年３月31日（株式会社中国銀行をアレンジャーとするシンジケート）締結のコミットメントラ

イン契約に以下の財務制限条項が付されております。

・各事業年度の末日において、単体の損益計算書における経常損益を２期連続で経常損失としないこ

と。

・各事業年度の末日において、単体の貸借対照表における純資産の部の合計金額を、平成26年２月末決

算期の純資産の部の金額の75％以上に維持すること。

 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　売上仕入（いわゆる消化仕入）契約に基づくテナントの売上に係るものが次のとおり含まれております。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年５月31日）

売上高 434,171千円 494,222千円

売上原価 354,901 407,415

売上総利益 79,270 86,806

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年３月１日
至 平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年３月１日
至 平成27年５月31日）

減価償却費 109,507千円 106,252千円

のれんの償却額 3,886千円 3,886千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年３月１日　至　平成26年５月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月28日

定時株主総会
普通株式 33,749 7 平成26年２月28日 平成26年５月29日 利益剰余金

（注）上記配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信

託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式200千株に対する配当金1,400千円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年３月１日　至　平成27年５月31日）

１．配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月26日

定時株主総会
普通株式 34,496 7 平成27年２月28日 平成27年５月27日 利益剰余金

（注）上記配当金の総額には、「株式給付信託（Ｊ－ＥＳＯＰ）」制度の信託財産として、資産管理サービス信

託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有する当社株式200千株に対する配当金1,400千円が含まれております。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年３月１日 至平成26年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額 （注）２ 
ホームセンター

事業
ペット事業 その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 4,601,597 2,474,629 236,242 7,312,469 － 7,312,469

セグメント間の内部売上高

又は振替高
144 － － 144 △144 －

計 4,601,741 2,474,629 236,242 7,312,613 △144 7,312,469

セグメント利益 295,351 130,245 20,349 445,947 △214,829 231,117

（注）１．セグメント利益の調整額△214,829千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であり、主

に報告セグメントに帰属しない本社事務管理部門の一般管理費であります。なお、その他営業収入

は、各報告セグメント及び調整額のセグメント利益に含めております。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年３月１日 至平成27年５月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：千円）

 報告セグメント
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額 （注）２ 
ホームセンター

事業
ペット事業 その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 4,558,002 2,654,455 237,768 7,450,226 － 7,450,226

セグメント間の内部売上高

又は振替高
292 － 1,326 1,619 △1,619 －

計 4,558,295 2,654,455 239,095 7,451,845 △1,619 7,450,226

セグメント利益 240,400 145,565 8,941 394,907 △151,578 243,329

（注）１．セグメント利益の調整額△151,578千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であり、主

に報告セグメントに帰属しない本社事務管理部門の一般管理費であります。なお、その他営業収入

は、各報告セグメント及び調整額のセグメント利益に含めております。

 ２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年３月１日
至　平成26年５月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年３月１日
至　平成27年５月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 25円32銭 19円36銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 117,294 91,420

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 117,294 91,420

普通株式の期中平均株式数（千株） 4,630 4,722

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 24円99銭 19円15銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 62 50

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －

（注）１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、「株式給付信

託（Ｊ－ＥＳＯＰ)」制度の信託財産として、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が所有し

ている当社株式を控除対象の自己株式に含めて算定しております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数

　前第１四半期連結累計期間　200,000株　　　当第１四半期連結累計期間　200,000株

 

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社リックコーポレーション(E22130)

四半期報告書

18/20



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
     平成27年７月９日

株式会社リックコーポレーション      

取締役会　御中      

      

  有限責任監査法人トーマツ 

      

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 川合　弘泰　　印

      

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 三宅　　昇　　印

      

  
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 上坂　岳大　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社リッ

クコーポレーションの平成27年３月１日から平成28年２月29日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27

年３月１日から平成27年５月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年３月１日から平成27年５月31日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及

び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社リックコーポレーション及び連結子会社の平成27年５月

31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
 
　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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